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研究成果の概要（和文）：本研究は、判断力が十分でない消費者が事後的な取引のキャンセルにおいて不利益を
被る問題の解決を目的とし、キャンセル料に関する政策の効果を「法と経済学」の観点から分析したものであ
る。情報の非対称性や消費者の情報収集能力の差異を考慮した数理モデルを構築し、①事業者が低品質な商品を
販売し、消費者余剰および社会的厚生を損なうのはどのような場合か、②判断力が十分でない消費者に対して低
品質財の販売が生じるのはどのような条件か、③そのような非効率な取引を抑制する上で、キャンセル料の上限
規制やキャンセルに伴う費用分担といった政策がいかなる効果を持つかを理論的に検討した。

研究成果の概要（英文）：This study aims to tackle the issue of consumers with limited 
decision-making capacity facing disadvantages when canceling transactions after the fact. It 
analyzes the effectiveness of cancellation fee policies from the perspectives of law and economics. 
A mathematical model is developed that considers information asymmetry and the varying abilities of 
consumers to gather information. The analysis focuses on three main points: (i) the conditions under
 which firms opt to sell low-quality goods, leading to a decrease in consumer surplus and social 
welfare; (ii) the situations in which low-quality goods are specifically targeted at consumers with 
limited decision-making capacity; and (iii) how policy measures, such as capping cancellation fees 
or adjusting the allocation of cancellation-related costs, can help mitigate these socially 
inefficient transactions.

研究分野：法と経済学

キーワード： キャンセル料　消費者保護

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究の学術的意義は、これまで体系的な分析が十分でなかったキャンセル料の問題、特に判断力が不十分な消
費者が直面する課題に対し、法と経済学・行動経済学のモデルを用いてアプローチした点に新規性があることで
ある。
さらに社会的意義として、キャンセル料の上限規制や、事業者側への負担の増大は市場からの退出を招くのでは
ないかとの懸念に対し、本研究はむしろ「非効率な企業の退出あるいは効率的な財への転化を促す」可能性を理
論的に示した。この知見は、消費者庁も注視する政策課題の設計に、重要な視点を提供する点で意義が大きい。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１（共通） 
 
１．研究開始当初の背景 
社会を構成する全ての人が自由意思を持ち、社会活動に参画できる社会を形成することは、現代
における急務であり、このことは 2015 年 9 月に国連サミットで採択された持続可能な開発目
標 (SDGs) が「誰ひとり取り残さない」ことを原則としていることにも象徴されている。我が
国では、経済発展の過程で後期高齢者、障害者をはじめとした社会的弱者に対する福祉が充実し
てきてはいるが、その一方、発達障害や境界知能、高齢に伴う軽度認知症を持つ場合など、自立
した社会生活を営むことができるものの、それゆえに社会において脆弱な立場になりやすい人々
は、従来の福祉政策の「はざま」におかれる傾向がある。とりわけ社会生活の根幹をなす経済活
動において、悪徳業者に騙されたり、通常の取引であってもその煩雑さや不確実性、判断力の不
十分さから意図せざる不利益を被る事例が多発しており、例えば 2018年の消費者契約法改正に
対する国会附帯決議（第 196回国会閣法第 31号）おいても、当局に適切な措置を取ることが求
められている。 
 しかしながら、発達障害、境界知能、軽度認知症を持つ人々は事業者を始めとする第三者の「見
た目」には判断できないことが多く、むしろそのことが彼らの尊厳ある社会生活を保証している
側面も決して無視できない。しかしこのような消費者の事後的な契約取消権を広範に認めるな
ど保護が過剰になると、事業者が（例えば高齢者向けの）商品を開発・販売する誘引を奪い、ひ
いては消費者全般への不利益にもつながる可能性が指摘されている。 
 
２．研究の目的 
特性による生きづらさを抱える人々の存在が広く認知される中で、インクルーシブな社会の
実現に必要な要素として、必ずしも十分な判断力を有しない消費者の保護と、事業者の自由な商
活動と両立させる法制の整備は喫緊の課題であり、そのためには、消費者と事業者双方の利害や
意思決定を体系的に取り入れた経済分析が不可欠である。 
 本研究では、「法と経済学」と「行動経済学」の手法を用いて、i) 数理モデルに基づく厳密な
解析を行い「法と経済学」分野の学術誌に学術的貢献をすること、更に ii) 法律誌への執筆や官
庁の研究会・検討会を通して ii) 法曹や政策当局者に向けて経済学の非専門家にも分かりやすい
研究成果発信を行うことの両方が、本研究の主たる目的である。 
 
３．研究の方法 
判断力が十分でない消費者が直面するトラブルの顕著な具体例は、本来必要でない商品を購
入してしまう、契約内容を良く理解しないまま契約を結んでしまう、といったものである。本研
究ではこうした消費者団体等にもしばしば指摘されている具体的な問題に対し、i) 望ましくな
い取引の事後的な取消条件、そして ii) 望ましくない取引を事前段階で防ぐインセンティブ構
造を、消費者・事業者双方の利害をモデルに体系的に取り入れて分析する。 
 
４．研究成果 
 まず、社会的に望ましいキャンセル料について最もシンプルなケースで考える。プレイヤーと
して、リスク中立的な企業(売手)と消費者(買手)を一人ずつ考える。対称情報を仮定し、契約に
関連する全てのパラメータ（サービスの価値、費用、キャンセル確率など）は、契約締結時点で
企業、消費者双方に完全に知られているものとする。契約で定められた価格やキャンセル料は、
事後的に企業によって完全に回収・執行される（執行リスクや費用はゼロ）ものとする。また、
契約の締結、履行、キャンセルの各段階において、当事者間に取引費用は発生しない。 
 各種変数とペイオフは以下のとおりである。企業は価格݌とキャンセル料݂の組み合わせ(݌, ݂)
を提示し、消費者はそれを受け入れるか否かを決定する。キャンセル事由が発生する確率をݍ ∈
(0,1)とし、外生変数であると仮定する。消費者がサービスから得る価値をܸ > 0、企業が財・サ
ービスを提供するのにかかる費用をܿ ≥ 0とする。契約が締結された場合の各状態における消費
者の期待効用ܷܧと企業期待利潤ߨܧは以下のようになる。 

ܷܧ = (1 − ܸ)(ݍ − (݌ −  ݂ݍ
ߨܧ = (1 − ݌)(ݍ − (ܥ +  ݂ݍ

企業が直面する最大化問題は以下の通り 
max
௣,௙

(1 − ݌)(ݍ − (ܥ + ݂)ݍ −  (௖ܥ

.ݏ .ݐ (1 − ܸ)(ݍ − (݌ − ݂ݍ ≥ 0 
企業は制約条件をバインドさせるような価格とキャンセル料を設定すると考えられるので 

(1 − ܸ)(ݍ − (݌ − ݂ݍ = 0 ⇔ (1 − ܸ(ݍ = (1 − ݌(ݍ + ݂ݍ ⇔ ݌ = ܸ − 1)/݂ݍ −  (ݍ
この価格を、期待利潤関数に代入すると 

ߨܧ = (1 − ܸ)(ݍ −  (ܥ
 になる。この式から明らかなとおり、企業利潤はキャンセル料݂に依存しない。消費者の意思
決定に効いているのは期待支払額(1 − ݌(ݍ + であるため、どのようなキャンセル料を考えた݂ݍ
としても価格を݌ = ܸ − 1)/݂ݍ − 、に調整することで、消費者余剰を全て吸収することが出来(ݍ



企業利潤が最大化される。同じようにして、社会的に最適なキャンセル料についても考える。期
待社会厚生をܹܵܧ = ܷܧ +  。とする。すると、政府の最大化問題は以下の通りになるߨܧ

max
௣,௙

(1− ݌)(ݍ − (ܥ + ݂)ݍ − (௖ܥ + (1− ܸ)(ݍ − (݌ −  ݂ݍ
.ݏ .ݐ (1 − ܸ)(ݍ − (݌ − ݂ݍ ≥ 0 

この式から明らかなように、社会厚生もキャンセル料に依存しない。このセッティングでは、キ
ャンセル料も価格も、企業と消費者間での余剰のやり取りにしか影響を与えない。これは両プレ
イヤー共に期待支払額（期待受取額）のみが重要になっており、キャンセル料݂に期待値の線形
な調整機能以外の役割が存在していないためである。このような最もシンプルな設定の下では、
キャンセル料に関する法的な規制を考えたとしても社会厚生に対して何の影響も与えないこと
が分かる。ここに様々な要素を加えることで、どのようにキャンセル料が果たす役割が変化する
かを考える。 
 
契約の事後的なキャンセルを分析する場合、i) 購入段階では商品の品質を消費者が完全に判
別できない（情報の非対称性とキャンセルの内生化）、ii) 契約の事後的な取消に商品の摩耗や
返送のための送料等の取消費用がかかる（キャンセル時の企業利潤への影響）、iii)判断力が十
分でない消費者を対象に考えた場合、事前段階での品質の見積もりが通常の消費者よりも不正
確になる（消費者の異質性）という要素が必要になる。各要素をモデルに導入するために以下の
ような設定を考える。 
代表的な消費者と 1 社の企業を考える。企業は製品の品質を高品質ݍுか低品質ݍ௅のいずれか
に設定することができる。高品質を選択した場合、生産にかかる費用はܥ + Δܥで、低品質の場合
はܥであるものとする。また、生産費用のうちキャンセルされた時点でサンクしている費用の割
合をݏとする。消費者がキャンセルをした倍、キャンセルに伴う社会的な費用ܥோ（返送料や商品
の棄損等）が発生し、これを企業が負担するものとする。 
消費者の純効用は品質から価格を引いたもので表される。単純化のため、低品質の財を入手し
た場合は、財から得られる効用が 0になる(ݍ௅ = 0)ものとする。消費者は購入前に費用をかけて
情報収集を行うことが可能であり、情報収集費用は二種類ܫு > ௅ܫ = 0を仮定する。情報収集費用
が低い消費者の割合がߣであり、これは共有知識である。消費者が情報収集を行った場合、真の
品質を確実に判別することができる。しかし、消費者が情報収集を行わない場合、高品質か低品
質かの見積もりは主観的な確率によって行われる。高品質である財の確率をݎで見積もっている
ものとする。 
タイミングは以下の通りを仮定する。第一ステージで企業が参入の意思決定と、参入する場合
は品質を選択する。第二ステージで企業はキャンセル料と価格の組み合わせ(݌, ݂)を設定する。
第三ステージで消費者は情報収集するか否かを決定する。情報収集を行えば費用がかかるが、品
質を判別することが可能なので、低品質の財を購入しなくて済む。しかし、行わないと品質が分
からないので、低品質の財を購入してしまう可能性がある。そのため、消費者は以下を満たす場
合に情報収集を行う。 

ுݍ)ݎ − −(ு݌ ௝ܫ ≥ ுݍ)ݎ − −(ு݌ (1− (ݎ min{݌௜ , ௜݂} 
第四ステージで購入の意思決定を行う。情報収集を行っていた場合は 

௜ݍ − ௜݌ ≥ 0 
ならば商品を購入するし、情報収集を行わなかった場合は 

ுݍ)ݎ − −(ு݌ (1− (ݎ min{݌௜ , ௜݂} ≥ 0 
ならば購入する。購入しなかった場合はゲームが終了する。購入した消費者は、事前の情報収
集を行わなかった場合、ここで真の品質を認識する。最終ステージでキャンセルの意思決定を行
うことができる。キャンセルを行った場合、消費者はキャンセル料を支払うことになるので、以
下を満たす場合にキャンセルを行う。 

௜ݍ − ௜݌ < − ௜݂ 
キャンセルに関する政策的な効果を考えるため、ここでは「キャンセル時に発生する費用ܥௗや
情報収集コストが変動することによって、企業の戦略や消費者の余剰にどのような影響が出る
のか」を考えたい。 
企業が品質を選択するにあたり、「高情報収集コストの消費者に情報収集をさせるか否か」、
「キャンセルをさせてキャンセル料で利潤を得るか、キャンセルさせずに価格で利潤を得るか」
が重要になる。 
高品質の財を販売した場合、消費者はその財から正の効用を得ることができるため、極端に高
いキャンセル料をかけなければキャンセルをされることがない。また、消費者がキャンセルをし

てしまうと、キャンセルに付随して発生する費用（ܥோやキャンセル時にサンクしている費用ܥݏ）
が企業にとっての費用となってしまう。そのため、消費者がキャンセルをするような価格とキャ
ンセル料を設定するインセンティブがない。すると、݌ு = ுݍ , ݂ = 0に設定しておき、高情報収
集コストの消費者に情報収集をさせずに全員に販売するのが最適戦略の一つとなる。この場合、



消費者は情報収集に費用をかけずに済むが、余剰は全て販売者に奪われる。 
低品質の財を販売した場合、低情報収集コストの消費者は費用をかけずに商品の品質を知る
ことができるので、購入しない。そのため、低品質の財を販売する際には、「高情報収集コスト
の消費者に情報収集をさせない」範囲内で価格とキャンセル料を設定する必要がある。高情報収
集コストの消費者は財を実際に購入した段階で、その財が効用を全くもたらさない(ݍ௅ = 0)こと
を認識するため、販売者の戦略は①キャンセル料を価格より高く設定することで、キャンセルで
きない状況を作り出すか②キャンセルされることを見越した上で、キャンセル料で収入を得る、
のどちらかになる。どちらの戦略を取るかは、キャンセルによって節約できる費用1)ܥ − 、と(ݏ
キャンセルによって追加で発生する費用ܥோの大小関係で決定され、ܥோ ≥ 1)ܥ − ならばキャン(ݏ
セルさせない戦略を採用し、そうでないならばキャンセルを促す戦略を採用する。いずれの場合
も、高情報収集コストの消費者が情報収集しない(ܫு < (1 − (ݎ min{݌௅ , ௅݂})範囲の上限価格かキャ
ンセル料を設定する。この場合、高情報収集コストの消費者は情報収集はしないが、本来価値の
ない商品に対して価格かキャンセル料を支払うことになるため、余剰は負になる。 
以上を踏まえた上で、企業の参入・品質選択の問題を考える。第一ステージの企業の選択は、
市場に参入しない、参入して高品質の財を販売する、参入して低品質の財を販売する、の 3種類
である。政策的に興味深い結果がでてくるのは、低品質の財を販売した時にキャンセルを誘発す
る(݌, ݂)をオファーしてくるとき(ܥோ < 1)ܥ − なので、ここではそちらに焦点を当てる。企業( (ݏ
の戦略を色分けしたのが以下の図 1である。 

 
図 1 企業の戦略（ࡾ࡯が小さい場合,） 

縦軸をݍு、横軸をܫுとした場合、オレンジ色の領域が、企業が高品質を選択する領域である。
水色は低品質を、灰色は参入しないを選択する。基本的に品質の大きさを表すݍுが大きければ高
品質を、低ければ参入しないを選択するのが企業にとっての最適戦略となっている。低品質を選
択するのは、ܫுがある程度大きく（高情報収集コストの消費者に情報収集させないことが容易）
ுが中程度の大きさ（大きすぎると高品質を選択するし、低すぎると低品質も高品質も買われなݍ
いため参入しない）の場合である。 
この状況で、キャンセルに係る追加費用ܥோが増加したとする。すると、生産者の選択肢は①低
品質から高品質か、②低品質から参入しない、に変化する可能性がある。尚、ܥோがさらに大きく
なると、低品質の領域が消え、高品質か参入しないかのどちらかになる。数値例を用いて変化を
まとめたのが図 2である。 

 
図 2 ࡾ࡯の増加に伴う企業戦略の変化 



①はݍுがある程度高い場合（図 2の線 A程度）に発生する。これは、ܥோの増加に伴い、低品質
の財を販売してキャンセル料で利潤を得る手法の魅力が減少し、高品質な財の販売へとシフト
することを意味している。対して②はݍுが比較的低い場合（図 2の線 B程度）に生じる。この場
合もキャンセル料による利潤獲得が難しくなるが、そもそもݍுが低いため、生産者は市場からの
退出を選択している。 
 社会厚生の観点から見ると、企業が低品質を選択した場合、消費者は効用をもたらさない財に
対して価格やキャンセル料を支払うこととなり、消費者余剰が負になる。また、生産者が消費者
からの支払いによって生産費用およびキャンセル費用を賄うことになるため、社会厚生全体も
損なわれる。一方、高品質を選択した場合は、ݍுが生産費用を超えるのであれば、社会厚生は正
となる。以上より、本モデルから得られる主な知見は以下のようにまとめることができる。 
 
販売者のキャンセルに伴う費用負担の増加は、以下の二つの経路から社会厚生の増加させる
可能性がある。 
① 低品質の財を販売して厚生を損ねていた生産者に高品質の財の選択を促す。 
② 低品質の財を販売して厚生を損ねていた生産者を市場から退出させる。 
 
また、キャンセル料に上限規制をかけたケースに関しても、同様の効果が想定される。高品質
の財を生産する場合、もともとキャンセル料を 0に設定することが最適戦略の一つであるため、
上限規制による影響は限定的である。一方、低品質の財を生産する場合、キャンセル料の上限設
定によって以下のような影響が生じる。①高額なキャンセル料を設定し、価格で利潤を得るとい
う手法が制限される、または②キャンセル料による利潤獲得を狙った戦略において、その収入が
制限される、という効果が発生する。 
 キャンセル料に関する政策を巡っては、消費者庁主催の「解約料の実態に関する研究会」にお
いても、事業者側の負担が過大となり、市場からの退出を招くのではないかとの懸念が示されて
いた。しかし本モデルでは、むしろ非効率な企業の退出あるいは効率的な財への転化を促す効果
が示されている。この点は、キャンセル料に関する政策を設計する上での重要な示唆となる。本
モデルをさらに拡張し、こうした知見がどの程度頑健であるかを検証することが今後の課題で
ある。 
 また、判断力が十分でない消費者については、「情報収集費用が極めて大きい消費者」として
モデル化することが可能である。図 2の線Ａと線Ｂの間に注目すると、消費者の情報収集費用ܫு
がそれほど大きくない場合、生産者は退出または高品質を選択しているが、ܫுが大きくなると低
品質の選択が好まれる領域が出現する。これは、情報収集費用が増加することで、生産者が「消
費者に情報収集をさせずに価格やキャンセル料を設定する」自由度が高まり、結果として低品質
の財の販売によって得られる収入が増加するためである。つまり、情報収集費用の大きさが、低
品質選択のインセンティブを高める。 
判断力の不十分な消費者に不要な商品を販売し、キャンセル料を徴収する企業が現実に存在
し、消費者相談センター等でも問題視されている。こうした事態を防止する上で、本研究の示唆
は①情報収集費用の低下と②ܥ஽の増加の 2 点である。①に関しては直感的に明らかであり、消
費者の情報収集費用が低下すれば、生産者が低品質の財で利潤を得る機会を減少させることが
できる。ところが、現実には認知症や軽度知的障害を持つ消費者のように、情報収集費用の低減
が困難なケースも存在する。②は、前述した知見から明らかな効果であり、ܥ஽を大きくすること
によって、低品質の財を選んで生産する余地を小さくする効果を見込んでいる。これは、消費者
側の行動ではなく、生産者側の戦略変更を促す点で、判断力の不十分な消費者に対する有効な保
護手段となりうる。 
 本モデルでは、判断力の不十分さを情報収集費用ܫுの大きさとして単一の指標で表現している
が、今後は他のパラメータとの組み合わせによっても検討し、今回の結論が維持されるかどうか
を精査していく予定である。 
 以上のように、本研究課題は、最も基本的な設定におけるキャンセル料の役割を出発点とし、
現実の制度・行動要素を組み込む中で、低品質財の排除に資する政策設計、および判断力の不十
分な消費者に対する保護策について議論を行った。今後は、より現実的な状況を描写する拡張モ
デルを検討し、得られた知見を専門誌への投稿を通じて発信していく予定である。 
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